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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第43期

第１四半期
連結累計期間

第44期
第１四半期
連結累計期間

第43期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 1,828,595 1,927,142 10,304,142

経常利益又は経常損失(△) (千円) △229,159 △ 202,980 1,588,747

親会社株主に帰属する当期純利
益又は親会社株主に帰属する四
半期純損失(△)

(千円) △199,985 △ 170,215 1,004,285

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △179,697 △158,111 987,502

純資産額 (千円) 2,597,717 3,119,352 3,455,153

総資産額 (千円) 6,309,065 6,172,923 6,443,229

１株当たり当期純利益又は
四半期純損失(△)

(円) △18.49 △ 15.26 91.00

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 41.2 50.5 53.6
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

４．第43期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純

損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

５．第44期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在する

ものの、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

６．第43期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。

 

 
 
 
２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で

前連結会計年度との比較・分析を行っております。

 

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、企業収益の拡大を背景に、雇用・所得環境の改善がみられ、

景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。一方、海外経済については、全体として緩やかに回復しているもの

の、アメリカの政策の影響や中国を始めとするアジア新興国の経済の先行き等、不確実性に留意が必要な状況が続

いております。

　学習塾業界におきましては、少子化による市場の縮小や家庭内における教育費の抑制が続く中で、新規参入組も

相まって、企業間競争に一層拍車がかかっております。

　このような状況の中、当社グループは、学齢人口の増加が続いている東京都内及び近郊エリアに、「ena」（集団

授業）、「個別ena」（個別指導）を中心とする進学塾を展開し、生徒・保護者様のニーズに応えられる教育環境を

築いてまいりました。また、各家庭において中学・高校への進学という投資効果に対する意識が高まる中、特に人

気が上昇している都立中高一貫校及び都立難関高校コースの充実を図り、生徒・保護者様のニーズにきめ細かく応

えることのできる学習指導に取り組んでまいりました。

　収益面におきましては、東京都をドミナントエリアと定めた立地戦略の中で、都立中高一貫校の合格実績が躍進

を続けていることや各種の施策の効果が相まって、前年同四半期と比較して生徒数が伸び、売上高の増加に寄与い

たしました。

　費用面におきましては、引き続き広告宣伝活動の見直しに取り組みましたが、従業員の増加に伴う人件費や新規

出校に伴う家賃等の増加により、費用全体としては前年同四半期と比較して増加いたしました。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,927百万円（前年同四半期比5.4％増）、営業損失は221百

万円（前年同四半期は234百万円の営業損失）、経常損失は202百万円（前年同四半期は229百万円の経常損失）、親

会社株主に帰属する四半期純損失は170百万円（前年同四半期は199百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失）

となりました。

 

　なお、当社グループの主要事業である教育事業では、新学期がスタートする第１四半期は生徒数が最も少なく、

受験期を迎える第３四半期で生徒数が最も増す傾向にあります。また、春期、夏期、冬期の季節講習が実施される

時期に売上高が増大し、その一方で校舎運営費用（人件費、家賃等）は固定的に発生することから第１四半期では

営業損失の計上となっております。しかしながら、第２四半期以降、夏期、冬期講習等の収入により利益を確保し

ていく収益構造となっており、業績は予定どおり順調に推移しております。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。なお、セグメント別の売上高はセグメント間の内部取引消

去前の金額によっております。

 

① 教育事業

小中学生部門につきましては、主として校舎数の増加に伴い生徒数が堅調に推移したことにより、売上高は前

年同四半期と比較して増加いたしました。

　個別指導部門につきましては、生徒数は回復基調にあるものの依然厳しい状況が続いており、売上高は前年同

四半期と比較して減少いたしました。

　大学受験部門につきましては、２校舎を閉校したことに伴い生徒数が低調に推移したことにより、売上高は前

年同四半期と比較して減少いたしました。

　看護・医療系受験部門「ena新宿セミナー」につきましては、新規に校舎を開校したこと等に伴い受講者数が増

加したことにより、売上高は前年同四半期と比較して増加いたしました。

　芸大・美大受験部門「ena新宿美術学院」につきましては、前年度と比べ生徒数が横ばいで推移したことによ

り、売上高は前年同四半期と比較してほぼ同水準で推移いたしました。

　海外校舎を主に展開するGAKKYUSHA USA グループ（GAKKYUSHA U.S.A.CO.,LTD.、GAKKYUSHA CANADA CO.,LTD.、

GAKKYUSHA SINGAPORE PTE.LTD.及び株式会社学究社帰国教育）につきましては、生徒数が堅調に推移したことに

より、生徒一人当たりの単価減少をカバーし、売上高は前年同四半期と比較して増加いたしました。

　これらの結果、売上高は1,850百万円（前年同四半期比5.2％増）となりました。

 

② その他

インターネットによる受験、教育情報の配信サービス事業につきましては、広告関連売上については、前年度

と比較し一般企業等法人からの売上はほぼ横ばいで推移したのに対し、学校法人からの売上が大幅に増加したた

め前年同四半期と比較して大幅に増加いたしました。受託開発関連の売上については、学校法人及び一般企業等

法人からの受注が増加したため前年同四半期と比較して増加いたしました。また、ネットワーク広告売上につい

ては、媒体改善・広告枠の最適化を行ったものの、市況の変化等による単価の下落により前年同四半期と比較し

て減少いたしました。

　これらの結果、売上高は86百万円（前年同四半期比10.0％増）となりました。

　

(2) 財政状態の分析

（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、420百万円減少し、1,121百万円となりました。これは、主として現

金及び預金の減少等によるものであります。

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、150百万円増加し、5,051百万円となりました。これは、主としてそ

の他の有形固定資産の増加等によるものであります。

 この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて、270百万円減少し、6,172百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、15百万円減少し、2,693百万円となりました。これは、主として短期

借入金及び未払金の増加、並びに未払法人税等の減少等によるものであります。

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、81百万円増加し、360百万円となりました。これは、主として長期借

入金の増加等によるものであります。

 この結果、負債は前連結会計年度末に比べて、65百万円増加し、3,053百万円となりました。

（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて、335百万円減少し、3,119百万円となりました。これは、主として新株

予約権の行使に伴う新株式の発行、配当金の支払い、親会社株主に帰属する四半期純損失を計上したこと等によ

るものであります。

この結果、自己資本比率は、50.5％（前連結会計年度末は53.6％）となりました。
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(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
(5) 主要な設備

当第１四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前連結会計年度末における計

画の著しい変更はありません。

 
 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,834,000

計 30,834,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成30年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年８月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 11,209,592 11,211,592
東京証券取引所
(市場第一部）

単元株式数は
100株であります。

計 11,209,592 11,211,592 ― ―
 

（注）提出日現在発行数には、平成30年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　 該当事項はありません。

 
 

② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

当第１四半期会計期間において、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に係る新株予約権が以下のとおり、

行使されました。

 

 
第１四半期会計期間

(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条項

付新株予約権付社債券等の数(個)
934

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) 93,400

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) 1,668

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(千円) 155,791

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行使

価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)
934

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)
93,400

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)
1,668

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項付

新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(千円)
155,791

 

 

 
(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年４月１日～
平成30年６月30日
(注)１

93,400 11,209,592 77,989 1,214,101 77,989 651,085

 

　(注) １．新株予約権の行使による増加であります。

２．平成30年７月１日から平成30年７月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が2,000

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ1,670千円増加しております。

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成30年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成30年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 100
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 11,112,100
 

111,121 ―

単元未満株式 普通株式 3,992
 

― ―

　発行済株式総数  11,116,192 ― ―

総株主の議決権 ― 111,121 ―
 

（注）　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式99株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成30年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 東京都渋谷区代々木
一丁目12番８号

100 ― 100 0.00
株式会社学究社

計 ― 100 ― 100 0.00
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、海南監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,162,901 702,979

  売掛金 90,991 99,191

  商品 67,939 66,431

  貯蔵品 103 103

  その他 222,668 255,935

  貸倒引当金 △2,743 △3,515

  流動資産合計 1,541,861 1,121,125

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 3,459,547 3,493,672

    減価償却累計額 △1,451,046 △1,476,552

    建物及び構築物（純額） 2,008,500 2,017,120

   工具、器具及び備品 783,664 789,754

    減価償却累計額 △594,374 △610,129

    工具、器具及び備品（純額） 189,289 179,624

   土地 642,915 642,915

   その他 176,216 286,663

    減価償却累計額 △51,037 △52,436

    その他（純額） 125,179 234,226

   有形固定資産合計 2,965,884 3,073,885

  無形固定資産   

   のれん 179,730 172,467

   その他 58,699 51,873

   無形固定資産合計 238,430 224,340

  投資その他の資産   

   投資有価証券 614,872 631,225

   差入保証金 845,803 844,384

   その他 281,671 321,301

   貸倒引当金 △45,295 △43,339

   投資その他の資産合計 1,697,053 1,753,572

  固定資産合計 4,901,367 5,051,798

 資産合計 6,443,229 6,172,923
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成30年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 20,470 3,412

  短期借入金 650,142 765,895

  1年内返済予定の長期借入金 83,172 42,600

  未払金 344,951 657,453

  未払法人税等 346,624 29,648

  前受金 978,116 962,664

  賞与引当金 42,780 31,920

  その他 242,798 199,704

  流動負債合計 2,709,056 2,693,298

 固定負債   

  長期借入金 69,580 156,200

  退職給付に係る負債 199,927 192,397

  その他 9,512 11,674

  固定負債合計 279,020 360,272

 負債合計 2,988,076 3,053,571

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,136,112 1,214,101

  資本剰余金 330,598 408,587

  利益剰余金 2,039,853 1,536,157

  自己株式 △263 △263

  株主資本合計 3,506,301 3,158,583

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △7,403 3,942

  為替換算調整勘定 △45,244 △44,485

  その他の包括利益累計額合計 △52,648 △40,543

 新株予約権 1,500 1,313

 純資産合計 3,455,153 3,119,352

負債純資産合計 6,443,229 6,172,923
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

売上高 1,828,595 1,927,142

売上原価 1,552,728 1,640,612

売上総利益 275,867 286,530

販売費及び一般管理費 510,715 507,667

営業損失（△） △234,847 △221,137

営業外収益   

 受取利息 251 75

 受取配当金 3 16,355

 為替差益 1,896 -

 未払配当金除斥益 2,132 2,583

 その他 2,066 3,735

 営業外収益合計 6,350 22,749

営業外費用   

 支払利息 653 398

 為替差損 - 1,995

 その他 7 2,199

 営業外費用合計 661 4,592

経常損失（△） △229,159 △202,980

特別損失   

 減損損失 5,628 332

 固定資産除却損 17,099 3,470

 特別損失合計 22,727 3,802

税金等調整前四半期純損失（△） △251,886 △206,783

法人税等 △51,900 △36,567

四半期純損失（△） △199,985 △170,215

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △199,985 △170,215
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年６月30日)

四半期純損失（△） △199,985 △170,215

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 25,898 11,345

 為替換算調整勘定 △5,610 758

 その他の包括利益合計 20,287 12,104

四半期包括利益 △179,697 △158,111

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △179,697 △158,111

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

当第１四半期連結累計期間

(自 平成30年４月１日

 至 平成30年６月30日)

税金費用の計算  税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計

年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計

算しております。

 ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく

合理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法に

よっております。
 

 

 

(追加情報)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。
 

 

 
(四半期連結損益計算書関係)

当社グループの教育事業では、通常授業のほかに、春期、夏期、冬期の各講習会を実施しております。そのた

め、売上高は各講習会の時期に増大することから、四半期ごとの実績に季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 

 
 
 

前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

減価償却費 65,092千円 60,840千円

のれんの償却額 7,930千円 7,263千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月12日
取締役会

普通株式 642,059 60 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成29年６月５日付で、ケイエスケイケイ株式会社から第三者割当増資の払込みを受けました。この

結果、当第１四半期連結累計期間において資本金が317,800千円、資本準備金が317,800千円増加し、当第１四半

期連結会計期間末において資本金が1,124,480千円、資本剰余金が318,966千円となっております。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年５月11日
取締役会

普通株式 333,479 30 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成29年６月５日付発行の第１回新株予約権（第三者割当による行使価額修正条項付新株予約権）の

一部行使に伴う新株の発行による払込みを受け、資本金及び資本準備金がそれぞれ77,989千円増加しておりま

す。

この結果、当第１四半期連結会計期間末において、資本金が1,214,101千円、資本剰余金が408,587千円となっ

ております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当社グループの報告セグメントは教育事業のみであり、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

当社グループの報告セグメントは教育事業のみであり、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当社グループの報告セグメントは教育事業のみであり、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
　Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年６月30日)

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当社グループの報告セグメントは教育事業のみであり、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
　２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内

容(差異調整に関する事項)

当社グループの報告セグメントは教育事業のみであり、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
　３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

当社グループの報告セグメントは教育事業のみであり、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年６月30日)

１株当たり四半期純損失 18円49銭 15円26銭

 (算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純損失(千円) 199,985 170,215

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失(千円)

199,985 170,215

普通株式の期中平均株式数(株) 10,815,278 11,153,831
 

(注)１．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失

であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

２．当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。　
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２ 【その他】

平成30年５月11日開催の取締役会において、平成30年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり期

末配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                                  333,479千円

② １株当たりの金額                                     30円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日     平成30年６月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成30年８月10日

株式会社学究社

取締役会 御中

海 南 監 査 法 人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 溝　　口　　俊　　一 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 畑   中   数   正 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社学究社

の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年４月１日から平成

30年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半

期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社学究社及び連結子会社の平成30年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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